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１．17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切り捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 11,970 10.1 1,094 27.8 1,031 33.2 

16年９月中間期 10,871 14.6 855 110.1 774 239.3 

17年３月期 22,557  2,051  1,832  

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

 

 百万円 ％ 円 銭  

17年９月中間期 665 36.6 32 76  

16年９月中間期 487 335.4 53 05  

17年３月期 1,146  57 07  

（注）１．期中平均株式数  17年9月中間期 20,313,772株  16年9月中間期 9,184,397株  17年3月期 19,325,786株 

      ２．会計処理の方法の変更    無 

   ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

   ４．平成16年11月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており、17年３月期の１株当たり指標は、期首に当該分割

が行われたと仮定して算出しております。なお、当該株式分割が17年３月期期首に行われたと仮定すると、16年９月中

間期の１株当たり中間純利益は26円53銭となります。 

 
(2) 配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

  

 円 銭 円 銭  

17年９月中間期 4 00 ────  

16年９月中間期 5 00 ────  

17年３月期 ──── 8 00  

（注）平成16年11月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており、当該株式分割が16年３月期期首に行われたと仮定する

と、16年９月中間期の１株当たり中間配当金は2円50銭、17年３月期の１株当たり年間配当金は5円50銭になります。 

 
(3) 財政状態 （百万円未満切り捨て） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

17年９月中間期 31,369 12,447 39.7 612 07 

16年９月中間期 28,775 11,022 38.3 1,086 64 

17年３月期 30,146 12,347 41.0 606 45 

（注）１．期末発行済株式数  17年９月中間期 20,336,250株  16年９月中間期 10,143,650株  17年３月期 20,289,300株 

   ２．期末自己株式数   17年９月中間期   12,750株  16年９月中間期    6,350株  17年３月期   12,700株 

   ３．平成16年11月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており、17年３月期の１株当たり指標は、株式分割後の株

数に基づいて算出しております。なお、当該株式分割が16年９月中間期に行われたと仮定すると、16年９月中間期の１

株当たり株主資本は543円32銭になります。 

 
２．18年3月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期末 

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 26,408 2,568 1,593 4 00 8 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  75円94銭 

 
※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき予測したものであり、リスクや不確定要素が含まれており当社グ

ループを取巻く経済情勢、株式市場動向により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる場合がありますのでご承知おきく

ださい。上記の予想に関連する事項については、添付資料をご参照ください。 



－  － 

 

 

31

６．中間財務諸表等 

(1）中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
対前中間期

比 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金  3,841,111 1,881,375  3,225,395 

２．受取手形 ※２ 1,236,042 1,348,285  1,470,305 

３．売掛金  7,576,567 8,034,609  8,016,287 

４．たな卸資産  5,178,065 4,627,234  4,627,446 

５．その他 ※６ 1,746,058 3,784,226  2,101,103 

貸倒引当金  △24,000 △11,000  △23,000 

流動資産合計   19,553,846 68.0 19,664,731 62.7 110,885  19,417,539 64.4

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１    

(1）土地 ※２ 2,449,527 2,449,527  2,449,527 

(2）その他 ※２ 1,262,214 2,058,277  1,711,752 

有形固定資産合
計 

 3,711,742 4,507,804 796,062 4,161,280 

２．無形固定資産  1,169,582 1,169,927 344 1,229,049 
３．投資その他の資

産 
    

(1）関係会社株式  3,508,063 4,718,910  3,479,416 

(2）その他 ※２ 891,020 1,348,848  1,917,419 

貸倒引当金  △59,000 △41,000  △58,000 

投資その他の資
産合計 

 4,340,083 6,026,759 1,686,675 5,338,835 

固定資産合計   9,221,408 32.0 11,704,491 37.3 2,483,082  10,729,164 35.6

資産合計   28,775,254 100.0 31,369,222 100.0 2,593,968  30,146,703 100.0

     

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形  2,293,333 1,998,029  1,815,116 

２．買掛金  2,011,421 2,528,510  2,491,471 

３．短期借入金 ※２ 5,953,494 6,629,665  5,248,525 
４．１年以内返済予

定長期借入金 
※２ 2,199,519 2,240,687  2,116,448 

５．１年以内償還予
定社債 

 － 500,000  － 

６．未払法人税等  344,863 419,485  630,921 

７．賞与引当金  485,000 541,000  523,000 

８．製品保証引当金  42,000 44,000  53,000 

９．その他 ※５ 530,058 852,597  982,640 

流動負債合計   13,859,689 48.2 15,753,976 50.2 1,894,286  13,861,122 46.0

Ⅱ 固定負債     

１．社債  700,000 200,000  700,000 

２．長期借入金 ※２ 2,452,877 2,126,297  2,175,621 

３．退職給付引当金  534,557 630,884  606,081 

４．その他  205,664 210,889  456,247 

固定負債合計   3,893,099 13.5 3,168,071 10.1 △725,028  3,937,951 13.0

負債合計   17,752,789 61.7 18,922,047 60.3 1,169,258  17,799,073 59.0

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   4,480,087 15.6 4,487,731 14.3 7,644  4,480,399 14.9

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金  4,498,287 4,505,882  4,498,597 

資本剰余金合計   4,498,287 15.6 4,505,882 14.4 7,595  4,498,597 14.9

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金  72,000 72,000  72,000 

２．任意積立金  557,905 555,554  557,905 
３．中間（当期）未

処分利益 
 1,417,717 2,569,984  2,006,056 

利益剰余金合計   2,047,622 7.1 3,197,538 10.2 1,149,916  2,635,962 8.7
Ⅳ その他有価証券評

価差額金 
  6,410 0.0 266,059 0.8 259,648  742,614 2.5

Ⅴ 自己株式   △9,942 △0.0 △10,035 △0.0 △93  △9,942 △0.0

資本合計   11,022,465 38.3 12,447,175 39.7 1,424,710  12,347,630 41.0

負債資本合計   28,775,254 100.0 31,369,222 100.0 2,593,968  30,146,703 100.0



－  － 
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(2）中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

対前中間期
比 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅰ 売上高   10,871,819 100.0 11,970,685 100.0 1,098,866  22,557,946 100.0

Ⅱ 売上原価   7,080,631 65.1 7,605,168 63.5 524,537  14,543,406 64.5

売上総利益   3,791,188 34.9 4,365,516 36.5 574,328  8,014,539 35.5
Ⅲ 販売費及び一般管

理費 
  2,935,214 27.0 3,271,218 27.3 336,004  5,963,169 26.4

営業利益   855,973 7.9 1,094,298 9.2 238,324  2,051,370 9.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  74,851 0.7 101,248 0.8 26,397  88,395 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  156,722 1.5 164,304 1.4 7,582  307,573 1.4

経常利益   774,102 7.1 1,031,242 8.6 257,139  1,832,192 8.1

Ⅵ 特別利益   － － 9,455 0.1 9,455  58,410 0.2

Ⅶ 特別損失 ※３  33,412 0.3 13,411 0.1 △20,001  121,411 0.5

税引前中間（当
期）純利益 

  740,690 6.8 1,027,286 8.6 286,596  1,769,191 7.8

法人税、住民税
及び事業税 

※５ 322,000 355,681  767,000 

法人税等調整額 ※５ △68,552 253,447 2.3 6,060 361,741 3.0 108,294 △143,825 623,174 2.8

中間（当期）純
利益 

  487,242 4.5 665,544 5.6 178,301  1,146,016 5.0

前期繰越利益   930,474 1,904,440   930,474
合併による未処
理損失受入額 

  － －   19,715

中間配当額   － －   50,718

中間（当期）未
処分利益 

  1,417,717 2,569,984   2,006,056

 



 

－  － 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。 

同左  決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採

用しております。 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法を採用しております。

同左 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法を採用しております。 同左 同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 商品・製品・原材料・仕掛品 商品・製品・原材料・仕掛品 商品・製品・原材料・仕掛品

  総平均法による原価法

（ただし、仕掛品の一部は

個別法による原価法）を採

用しております。 

同左 同左 

 貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原

価法を採用しております。

同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  定率法（ただし、平成10年４

月１日以降、新たに取得した建

物（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

同左 同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法により、市場販売目的

のソフトウェアについては、見

込販売収益（見込有効期間５

年）に基づく償却方法によって

おります。 

同左 同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  均等償却によっております。 同左 同左 



 

－  － 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

同左  従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（323,480千円）については、

５年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（323,480千円）については、

５年による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

 (4）製品保証引当金 (4）製品保証引当金 (4）製品保証引当金 

  製品の無償補修費用の支出に

備えるため、売上高に対する過

去の支出割合に基づき必要額を

計上しております。 

同左 同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 



 

－  － 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしている場

合には特例処理を採用しており

ます。 

同左 同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

 金利スワップ、通貨オプ

ション 

金利スワップ 金利スワップ、通貨オプ

ション 

 ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

 借入金の利息、買掛金、外

貨建予定取引 

借入金の利息 借入金の利息、買掛金、外

貨建予定取引 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  為替及び金利の変動に伴う、

キャッシュ・フローの変動リス

クの軽減を目的に通貨及び金利

に係るデリバティブ取引を行っ

ております。 

 実需に基づくものを対象とし

てデリバティブ取引を行ってお

り、投機目的のデリバティブ取

引は行っておりません。 

 金利の変動に伴う、キャッ

シュ・フローの変動リスクの軽

減を目的に金利に係るデリバ

ティブ取引を行っております。

 実需に基づくものを対象とし

てデリバティブ取引を行ってお

り、投機目的のデリバティブ取

引は行っておりません。 

 為替及び金利の変動に伴う、

キャッシュ・フローの変動リス

クの軽減を目的に通貨及び金利

に係るデリバティブ取引を行っ

ております。 

 実需に基づくものを対象とし

てデリバティブ取引を行ってお

り、投機目的のデリバティブ取

引は行っておりません。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

 また、通貨関連のデリバティ

ブ契約の締結時に、リスク管理

方針に従って、外貨建による同

一通貨、同一金額で同一期日の

為替予約等をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確

保されているので中間決算日に

おける有効性の評価を省略して

おります。 

 ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

 ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

 また、通貨関連のデリバティ

ブ契約の締結時に、リスク管理

方針に従って、外貨建による同

一通貨、同一金額で同一期日の

為替予約等をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確

保されているので決算日におけ

る有効性の評価を省略しており

ます。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

同左 同左 

 ────── (2）連結納税制度の適用 ────── 

   当中間会計期間から連結納税

制度を適用しております。 

 

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

  当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

 

 

 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） ────── 

 未払法人税等は、前中間会計期間は、流動負債の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当中間会計期間において負債及び資本

合計の100分の1を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間の未払法人税等の金額は119,217千円であり

ます。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

────── （法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が23,000

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益が、23,000千円減少しておりま

す。 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が47,000

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が、47,000千円減少しておりま

す。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,956,116千円 4,777,156千円 4,881,444千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 
 

受取手形 26,522千円 

土地 2,443,189千円 

有形固定資産「その
他」 

628,008千円 

投資その他の資産
「その他」 

98,375千円 

合計 3,196,096千円 
  

 
受取手形 34,637千円

土地 2,443,189千円

有形固定資産「その
他」 

568,681千円

投資その他の資産
「その他」 

100,631千円

合計 3,147,139千円
  

 
受取手形 27,181千円

土地 2,443,189千円

有形固定資産「その
他」 

591,188千円

投資その他の資産
「その他」 

104,309千円

合計 3,165,868千円
  

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。
 

短期借入金 3,773,416千円 

１年以内返済予定長
期借入金 

1,384,757千円 

割引手形 280,242千円 

長期借入金 1,773,474千円 

合計 7,211,890千円 
  

 
短期借入金 4,193,824千円

１年以内返済予定長
期借入金 

1,227,818千円

割引手形 345,035千円

長期借入金 1,086,891千円

合計 6,853,569千円
  

 
短期借入金 3,021,756千円

１年以内返済予定長
期借入金 

1,313,066千円

割引手形 612,408千円

長期借入金 1,649,874千円

合計 6,597,105千円
  

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 ３ 偶発債務 

  保証債務   保証債務   保証債務 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 
 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

96,900
(1,000百万韓 

ウォン)
借入債務 

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

280,246
(2,045千ユーロ)

借入債務 

合計 377,146 － 

  

 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

166,592
(1,520百万韓 

ウォン)
借入債務

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

149,280
(750千英ポンド)

借入債務

愛安徳電子（深
圳）有限公司 

113,190
(1,000千米ドル)

借入債務

合計 429,062 － 

  

 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

106,100
(1,000百万韓 

ウォン)
借入債務

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

171,725
(850千英ポンド)

借入債務

合計 277,825 － 

  

４ 受取手形割引高 ４ 受取手形割引高 ４ 受取手形割引高 
 

受取手形割引高 1,122,246千円 
  

 
受取手形割引高 1,045,465千円

  

 
受取手形割引高 1,121,490千円

  
※５ 消費税等の取扱い ※５     ───── ※５     ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金銭的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

  

※６     ───── ※６ 消費税等の取扱い ※６     ───── 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金銭的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 
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前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

７ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

７ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

７ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当期

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 
 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,300,000千円 

借入実行残高 180,000千円 

差引額 2,120,000千円 
  

 
当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

3,400,000千円

借入実行残高 80,000千円

差引額 3,320,000千円
  

 
当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

2,300,000千円

借入実行残高 80,000千円

差引額 2,220,000千円
  

 

 

（当中間期中の発行済株式数の増加） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 
資本金組入総額 

（円） 

新株予約権（ストックオプション）の行使 31,000 621 9,641,000

有償一般募集（公募増資） 1,000,000 2,524 1,184,000,000

第三者割当（有償一般募集に伴うオーバー

アロットメントによる新株式の発行） 
69,000 2,524 81,696,000

 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 
資本金組入総額 

（円） 

新株予約権（ストックオプション）の行使 47,000 311 7,332,000

 

 

（１株当たり配当金遡及修正値） 

 当社は平成16年11月19日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており、前事業年度（平成17年３月期）

期首に株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり中間配当金（配当金）は、以下のとおりとなります。 

 平成18年３月期  平成17年３月期  

 中間 中間 期末 年間 

１株当たり中間配当金（配当金） 4円00銭 2円50銭 3円00銭 5円50銭
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 

受取利息 1,737千円 

受取配当金 30,587千円 

為替差益 18,609千円 
  

 
受取利息 13,080千円

受取配当金 29,361千円

為替差益 28,021千円
  

 
受取利息 3,460千円

受取配当金 37,756千円

金利スワップ評価益 13,050千円
  

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
 

支払利息 121,972千円 
  

 
支払利息 126,607千円

  

 
支払利息 236,117千円

  
※３ 特別損失のうち主要なもの ※３     ───── ※３ 特別損失のうち主要なもの 
 

退職給付会計基準変
更時差異償却 

32,348千円 

  

 
 

  

 
退職給付会計基準変
更時差異償却 

64,696千円

  
４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

 
有形固定資産 149,636千円 

無形固定資産 153,285千円 
  

 
有形固定資産 164,208千円

無形固定資産 191,852千円
  

 
有形固定資産 338,730千円

無形固定資産 307,818千円
  

※５ 税効果会計 ※５ 税効果会計 ※５     ───── 

 当中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当期において予定して

いる利益処分による特別償却準備金の取

り崩しを前提として、当中間会計期間に

係る金額を計上しております。 

同左  

 

 

（リース取引関係） 

 当社は、証券取引法第27条の30の６の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので、記載を省略して

おります。 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 1,086円64銭

１株当たり中間純利益
金額 

53円05銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

52円02銭

  

 
１株当たり純資産額 612円07銭

１株当たり中間純利益
金額 

32円76銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

32円11銭

  

 
１株当たり純資産額 606円45銭

１株当たり当期純利益
金額 

57円07銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

56円04銭

  
   当社は、平成16年11月19日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

  
 

１株当たり純資産額 444円09銭

１株当たり当期純利益
金額 

25円62銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

25円21銭

  
（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金
額 

 

中間（当期）純利益 487,242千円 665,544千円 1,146,016千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円 43,100千円 

（うち利益処分による役員賞
与金） 

（－千円） （－千円） （43,100千円）

普通株式に係る中間（当期）純
利益 

487,242千円 665,544千円 1,102,916千円 

期中平均株式数 9,184千株 20,313千株 19,325千株 

    

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額 －千円 －千円 －千円 

普通株式増加数 181千株 414千株 353千株 

（うち新株引受権） （181千株） （414千株） （353千株）

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 

 

 



 

－  － 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（株式分割） ────── （ストックオプションの付与） 

 平成16年８月23日開催の当社取締役会にお

いて株式分割による新株式の発行を行う旨の

決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、以下のとおりであ

ります。 

  当社は、平成17年6月28日開催の第28回定

時株主総会において商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づき、新株予約権（ス

トックオプション）の付与について、以下の

とおりの決議をいたしました。 

１．平成16年11月19日をもって普通株式１株

につき２株に分割します。 

  

株式の種類及び数 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式 10,150,000株 
  

 
当社普通株式250,000株を上限とする。 

付与の対象者 

(2）分割方法 

 平成16年９月30日最終の株主名簿及び実

質株主名簿に記載または記録された株主の

所有株数を、１株につき２株の割合をもっ

て分割します。 

 第28回定時株主総会終結の時に在任する当

社取締役及び監査役 

権利行使価額 

 １株当たり１円 

新株予約権の行使期間 

２．配当起算日 

平成16年10月１日 

 平成17年7月1日から平成47年12月31日まで

とする。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前中間会計期間及び前事業年度

における１株当たり情報並びに当期首に行

われたと仮定した場合の当中間会計期間に

おける１株当たり情報は、それぞれ以下の

とおりとなります。 

 その他の条件 

取締役会において決定する。 

 
前中間 
会計期間 

当中間 
会計期間 

前事業年度 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

425円95銭 543円32銭 444円09銭 

１株当たり
中間純利益
金額 

１株当たり
中間純利益
金額 

１株当たり
当期純利益
金額 

6円23銭 26円53銭 25円62銭 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益金額 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益金額 

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益金額 

6円13銭 26円01銭 25円21銭 

  

 
 

 

 


